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【業務評価】

Ｂ：実施手法の要改善

Ｃ：目標水準マイナス見直し
　　実施手法の見直し

Ｄ：業務廃止・完了の意向

Ｅ：２年度を以て廃止・終了

―：一時的に実施無し

  その他

  国庫支出金
  県支出金 42,169

  地方債

15

財源内訳

66,595

　業務量（人工数） 3.29人

47,723 43,373

職員人件費等

直接事業費の合計（千円）　Ａ

　人件費（千円）　Ｂ 12,578 Ａ：達成済
　　目標水準プラス見直し

事業費

事業費

14

事業費
13

事業費

11

12

事業費

事業費

10

事業費
9

事業費

7 ●
保健指導実施者数 8

8

保健指導事業

○
事業費 425 310 961

○
事業費 4,077 2,198 5,011

7 10
Ａ

6 ●
差額通知発送件数 751

52 120
Ａ

557 1,800
Ａ

ヘルスチェック事業

ジェネリック医薬品普及促進業務

事業費 943 524 1,211
5 ●

受診者数 98

3 ●
医療費通知発送枚数 13,149

4 ●
利用件数 3,941

医療費通知作成等業務

鍼灸施術料負担事業

事業費 1,142 1,340 1,932

12,828 16,000
Ａ

3,408 5,000
Ａ

事業費 3,911 3,329 5,000

3
Ａ

特定健康診査等事業

保健師研修会等参加事務
事業費 3 6

1 ●
特定健診受診率 35

2 ●
研修会等参加回数 3

31

２年度実績

◎
事業費 37,222 35,672 52,474

52
Ｂ

％ 77.6 80.6 80.0 100.8% 80

業務の名称
（●＝行動計画対象業務）

活動指標・事業費（千円）

ジェネリック医薬品普及率

３年度目標

事業費 元年度決算 ２年度決算 ３年度予算

◆事務事業（予算事業）を構成する業務◆

番号

業
務
評
価

重
点
業
務

指標名 元年度実績

48.0 64.6% 60特定健診受診率

事務事業
の概要

生活習慣病の早期発見や重症化を防ぐための特定健康診査等の健診事業を実施する。また、ジェネリック医薬品の差額通知や医療
費通知の発送により、医療費への理解を深める。

元年度 ２年度 類似団体等
の実績値等実績 実績 目標 達成度

単位事務事業の成果指標

％ 34.9

目標
５年度

31.0

令和３年度事務事業評価シート（令和２年度決算）

事業コード 310 作成者氏名 本間　康展 連絡先 0833-72-1426

事務事業名 国民健康保険保健事業 担当課 市民課

予算費目 国民健康保険特別会計 保健事業費 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

135

対象

国民健康保険被保険者 意図 疾病の早期発見や予防への意識を高めるとともに、医療費負担についての
理解を深める。（対象をどのように

したいのか）

第２次
総合計画

基本目標 コ
ー

ド

項
目

安心・安全に包まれて人が心ゆたかに暮らすまち
第２次総合計画

重点目標 心ゆたかに暮らすために
政　　策 社会保障の充実

55,951人件費を含む総事業費（千円）　Ａ＋Ｂ

  一般財源 13,782
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◇担当課における改善等の案◇（※以下、意思形成過程につき非公開）

業務構成の有効性

事務事業執行責任者
（課長名）

中田　博行
最終評価責任者
（部長名）

縄田　光洋

事務事業の意図を達成するための業務の構成として適切かどうかを分析する。

医療費削減のための取組みとして、特定健康診査の受診率の向上や、医療費通知の送付、ジェネ
リック医薬品の普及促進のための差額通知の送付は有効な手段であると考える。

実施主体の妥当性

事務事業に対する市の役割、関係団体等（企業、地域団体、ＮＰＯ等）の役割分担が適切かどうか分析する。

自治事務であるため、実施主体は市で適切である。

　特定健康診査等の取組みは、生活習慣病の早期発見と予防につながり、被保険者の健康増進と医療費削減のために必要不可欠
であることから、最重点化業務とした。
　ジェネリック医薬品普及促進については、国が掲げる目標値数量ベース80%を達成したものの、近年高額薬剤の保険適用が相
次いでおり、医療費削減のため、今後も普及促進が必要であることから重点化業務とした。
　保健指導事業については、糖尿病患者が人工透析に移行すると、体への負担が大きく、また医療費も高額になり、予防が必要
不可欠であることから重点化業務とした。

◆事務事業の評価◆

評価の視点 事務事業を実施した結果をそれぞれの視点で評価する。

事務事業の成果

成果指標を踏まえ、達成度や事業の効果を分析する。

　医療費削減のための取り組みとして、特定健康診査の受診率の向上は必須の課題であり、国の目
標値である受診率60%を達成するため、受診率の向上に努める。
　ジェネリック医薬品の普及については、国が掲げる目標値数量ベース80%を達成したが、更なる医
療費削減のため、今後も普及促進に努める。

「重点業務」欄で、最重点化、重点化する業務として選択した理由
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